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第1章 はじめに

プ ライ ベ ー ト ・ニ ュ ー サ ン ス(privatenuisance)と は 、 土 地 の 利 用 も し く
j}

は享有に対 して不当に侵害す る条件 または行為 であ る。 ここ数年、イギ リス法

においてプライベー ト ・ニ ューサ ンスの本質 にかかわ る議 論がなされて きた。

そのひ とっ は、プライベー ト・ニューサ ンスを不動産(土 地)と は離れて一般

的な生活利益 の保護法理 として適用 しうるか否か とい う問題である。かか る問

題 の背景 には、身体的 また は精神的疾患 に及 ぼない単 なる苦痛 をもた らすバ ラ
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スメ ン ト(不 動産 とは関係性のない一般的な生活利益の侵害)か ら被害者 を救

済す る不法行為 の類型が、 コモン ・ローには存在 しない とい う事情が ある。

ハ ラスメン トの事案 がプライベー ト・ニ ューサ ンス訴訟 として提起 された典
2)

型的な事例 は、1993年 のKhorasandjianv.Bush事 件である。控訴院(Court

ofAppeal)は 、本件において、ハラスメントの被害を受 けた原告は、母親の住

居に合法的に居 るので あるか らプライペー ト ・ニューサ ンスに基づいて訴 えう

る と判断 した。つま り、原告が母 の住居 としての不動産上 に合法 的に存在 して

いれ ば、原告 はその不動産 との関連性 を有す ると解 し、ニュ,.._...サンスの訴 えが

基礎 づけ られる とい うので ある。 この考 え方は、従前 より判例が従 って きた見

解 とは、一線 を画す る。伝統的な立場 によれば、 プライベ ー ト ・ニューサ ンス

訴訟 は、不動産 に関する権利を有する人に よって提起 され うると考 え、 自由土
3}4}

地保 有権者(freeholder)、 賃 借 人(tenant)ま た は排他 的 占有 を伴 った立 入 権
5)

者(licensee)の よ うな 、 不 動 産 に 関 して 排 他 的 占 有(exclusivepossession)
s)

の権 利 を有 してい る人 のみが訴 え る こ とがで きる と解 されて い る。 そ こで、貴

族 院(HouseofLords)は 、Khorasandjian判 決 で 判 示 され た 準 則 を容 認 し
7)

て、原告の不動産 との関連性の要件 について緩和することを承認す るのか、 そ
&)

れ とも伝統的見解を維持するのかが注目されていた。この問題に応接 したのが
　ラ

第3章 で 詳 述 す るHunterv.CanaryWharfLtd.判 決 で あ る。

本 稿 で は 、 まず プ ラ イ ベ ー ト ・ニ ューサ ンス をハ ラス メ ン トの事案 に適用 し

たKhorasandjian事 件 を取 り上 げ 、 ハ ラス メ ン トに 関す る事案 が どの よ うに

ニ ューサ ンス訴 訟 として主 張 され 、 それ に対 して控訴 院 がいか に判 断 したか に

ついて考察 す る。そ して、テ レビ電波 の受信 障害 のケースで プ ライベ ー ト・ニュー

サ ンスの訴 権 につ いて判 示 したHunter判 決 を詳 細 に検 討 す る こ とに よ って、

ニ ューサ ンスのハ ラスメ ン ト事案 へ の適 用 の 当否 につ いて考 究 し、 プ ライベ ー

ト ・ニ ューサ ンスの不動産 との 関連性 の問題 につ いて解 明 してい きた い。
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第2章 プ ライ ベ ー ト ・ニ ュ ー サ ンス の ハ ラス メ ン ト事 案

へ の適 用

第1節Khorasandjian事 件 の概 要

ハ ラスメ ン トの事案 で あ るKhorasandjianv.Bush事 件 に プ ライ ベ ー ト ・

ニ ュ ー サ ンス の法 理 を適用 しうるか否 か とい う問題 は、 誰 が ニ ューサ ンス の訴
10)

権 を有す るか とい う問題であ り、ニューサ ンスの本質にかかわ る重要 な論 点で

ある。

プライベー ト ・ニ ューサ ンスは、伝統 的に不動産 に関す る利益 を保護す る不

法行為の類型であ り、不動産 に関す る利益 を有す る者のみがその訴訟 を提起す

ることがで きると解 されて きたが、 この伝統 的準則 は、不動産 の利用 また は享

有 について広 く保護が与 えられ るべ きであ るとの考 えか ら緩和 され る傾向 にあ

る。 しか し、 ひ とたびニ ューサ ンスが このような制限か ら完全 に解放 され るな

らば、 その性質 は根本的に変化 して しまうことにな る。つ ま り、ニ ューサ ンス

は不動産 に関す る利益 を保護す るものではな く、他人の利益 を不合理 に侵害す

る行為 について一般的 に規制す る不法行為 とい う性質を帯び ることになるので

ある。 この ようにニ ューサ ンスの適用 を拡大 し、 その質 を転化 させ ることは妥

当であろうか。すなわち、ニューサ ンスを不動産 とは関係性 のない一般的な生

活利益の享有 を侵害す る場合(ハ ラスメン ト等の事案)に まで適用 し、それを

一般 的な生活利益の保護法理 として機能 させ ることに合理 性が あるのか、 とい

う大 きな問題意識がKhorasandjian事 件の背後 に存在す る と思 われ るので あ
jl)

る。

不 動産 に関 す る利 益 を有 す る者 のみが プ ライベ,___ト ・ニ ュー サ ンス の 訴 訟 を
l2)

提 起 しうる とい う伝統 的準則 は、Malonev.Laskey判 決 を リー デ ィ ン グ ・ケ ー

ス と して 、 後続 の諸 判決 に よって判示 され て きた。 す なわ ち、原 告 は不動 産 の

占有(possession)に つ い て法 的権 利 を 有 す る必 要 が あ るので、不 動産賃 借 人

(tenant)は ニ ュー サ ンス の訴 権 を有 す るが 、訪 問者(ViSitOr)や 不 動 産 へ の 立
i3)

入権者(licensee)は 訴 権 を有 しな い と解 され て い る。

Khorasandjian判 決 は、 か か る伝 統 的 な見 解 を 批 判 し、 「住 居 」 とい う新 し
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い視点か ら原告の不動産 との関連性 の問題 を検討 した ものである。

当該判決 は、ハ ラスメン トの事案 をプライベー ト・ニ ューサ ンス訴訟 として

提起 したケースで ある。本件 の事実の概要 は、以下の通 りであ る。原告の女性

(18歳)と 被告の男性(23歳)は 、1990年 に知 り合 い、付 き合 いは じめたが、

まもな く関係 は破綻 し、原告は被告 に二度 と会 いた くない と告 げた。 しか し、

1991年 か ら92年 にかけて被告は、原告を見 ると攻撃的に振 る舞 い、跡をつけて

は叫んで虐待 し、原告 を暴力の脅威 にさ らした。 また、被告 は、原告の親や祖

母 の自宅 に繰 り返 し電話 をして困惑 させた。1992年1月 には、被告 は原告の思

い出の品 として保持す るため、ハ ン ドバ ッグを盗み出 した。 このような原告に

対する脅迫や虐待的行為 の結果、被告は同年3月 に逮捕 された(後 に条件付 き

で釈放)。 さらに同年5月 には、被告は原告を殺す と脅追 したため約6週 間、収

監 さ れ た 。 電 話 に よ るハ ラ ス メ ン トに つ い て は 、1984年 電 気 通 信 法

(TelecommunicationAct1984)に 基づいて起訴され、有罪判決(罰 金)が 下

されてい る。 これ らの刑事上の訴追 にもかかわ らず、被告の攻撃的なi振る舞 い

が止む ことはな く、電話 によるハ ラスメン トも継続 してなされたのである。

かか る状況 において、1992年5月 、原告は、被告に対 して次 のような中間的

インジャンクシ ョン(interlocutoryinjunction)を 得た。すなわち、原告に対

す るハ ラスメン トまたは侵害行為な らびに原告の両親の住所 または原告が居住

しうる他 の住所か ら200ヤ ー ド以内に立入 ることを禁 じたのである。 ところが、

被 告が これ に違反 したため、原告 は被告 を収監 する申立 てをした。

1992年7月 、Barnet県 裁判所(CountyCourt)のStockdale裁 判官 は、原

告の申立てを退 け、被告が原告に対 して暴力 を行使 した り、ハ ラスメ ン トをな

した り、いかな る方法において も連絡 をとることを禁止する中間的イ ンジャン

クシ ョンをあ らためて命 じた。 これに対 して、被告は、当該 インジャンクシ ョ

ンによって禁止 された行為 は、法が不法行為 と認 めてい るわけではない うえ、

インジャンクシ ョンは原告の法的権利 を保護す るためにのみ付与 され うるので

あ るか ら、裁判官 はかか る行為 を禁ず る権 限を有 しない、 と主張 し、上訴 した

のである。

控訴院裁判所のDillonお よびRose両 裁判官は、原告の主張を容認 して、被
14)

告の上訴 を棄却 した。
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Dillon控 訴院裁判官は、ニ ュー一サ ンスの訴権 についての伝統的見解 を批判 し

て、以下の ように論 じる。

「私の考 えによれ ば、現代において、 ある人 に対 して嫌が らせ の電話 を執

拗 に してハ ラスメ ン トを故意に行った者 は、電話 の受取人が それ を受取 っ

た ところの不動産 について 自由土地保有権(freehold)ま たは不動産賃借

権(leasehold)に 関する利益を偶然 に有す る場合 にのみ、民事裁判所 に訴
I5}

え られ うる とす る法 が あ るな らぼ、 それ は滑 稽 な こ とで あ る。」

この あ と、 同裁判 官 は、 プライベ,..._ト・ニ ュ ー サ ン ス の起 源 お よ び そ の本 質

につ いて、 次 の よ うに説述 す る。

「本 事案 につ いて の訴訟 として提 起 された プライベwト ・ニ ュ ーサ ン ス と

い う不 法 行 為 が 、不動産 の利用 も し くは享 有 に関連 す る私 的財産 また は財

産権 を保 護 す るた めに当初 は発展 させ られ た とい うこ とは、歴 史 的 に間違

い のな い こ とで あ る と理解 して い る。Clerk&、 乙勿4s6〃onTortsl6th

(1989)1354頁24-OIパ ラ グ ラ フ にお いて 、 『ニ ュ ー サ ンスの本 質 は、土地

の利用 もし くは享 有 に対 して不 当 に侵 害 す る条 件 また は行為 で あ る』 と論
16)

述 され て い る。」

そ して、Dillon裁 判 官 は、1976年 に カ ナ ダの アル バ ー タ州 高 位 裁 判所 上 訴部

(theAppellateDivisionoftheAlbertaSupremeCourt)に よっ て下 され た
i7)

Motherwellv.Motherwell判 決 を引用 す る。すなわち、

「結局、Malonev.Laskey判 決の存在 に もかかわ らず、[カ ナダの アル

バータ州高位]裁 判所 は、[住 居の]所 有者の妻 は夫婦の住居(rnatrimonial

home)へ の電話によるハ ラスメン トを制止す る権利 も有 してい ると判示 し

たのである。当該裁判所の判決 を下 したClement上 訴裁判官 は、78頁 にお

いて次のように論述 した。すなわち、

『ここに夫婦の住居でハラスメン トを受 けた一人の妻が存在す る。彼女

は、 自分 の夫や子供 たち と一緒 にそ こで暮 らす地位、つ ま り権利を有 す

るのであ る。夫婦の住居 における妻の現実 の占有 はニューサ ンスの訴 え

を提起 す るには十分で はない と考 えることは不合理であ ると思われ る。

私の見解 によれば、彼女は、夫つま り[被 告の]兄 と同様 な法的救済 を
18)

受 ける権限を有するのである。』」
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さらに続けて、Dillon裁 判官 は、Motherwell判 決 を支持 して、次のように

論説 する。

「私 は、謹んで同意 を示 し、そ して、私の判断 において本裁判所に同様 の

アプローチを採用 する権限を与 えるのである。当裁判所 は変化 した社会 の

諸事情に照 らして初期の判決について ときとして再考 しなければな らない。

(中略)[住 居 の]所 有者の妻 に対 して電話によるハ ラスメン トに関する訴

えを提起 す る権限が与 え られ るな らば、両親 と一緒 に住居 で生活 している

子供 に対 して、 なぜ同様の ことが当てはまるべ きではないのか、私 には理
19?

解で きないので ある。」

つ ま り、Dillon裁 判官 は、Motherwell判 決 を理論的な根拠 として、住居の

所有者の妻 に対 して訴権 を認 めてい るのであるか ら、親 の住居で一緒 に生活 し

ている子供 に対 して訴権 を認 めないのは筋が通 らない と論 を展開す るのである。

最後 に、同裁判官 は、 「電話によるハ ラスメン トは、原告が合法 的に存在 する

(lawfullypresent)財 産 についての通常かつ合理的な利用および享有に対する
Za)

訴 え うる侵害である」 と述べ、ニューサ ンス法の視座か ら電話 によるハ ラスメ

ン トの性質 について説示す る。すなわち、電話 によるハ ラスメン トは、原告が

不動産上 に合法的に存在 していれば、 その不動産 との関連性が あると解 し、 プ

ライベ ー ト ・ニ ューサ ンス を構 成 す る と論 及 した ので あ る。要 す る に、

Motherwell事 件の事案のように原告が住居 としての不動産の所有者 と同居 して

いな くて も、不動産上 に合法的 に存在 してい るだけでニ ューサンスの訴権 を有

す ると捉 え、訴権 を有す る者 の範囲を拡大 した と理解で きるのであ る。

他方、Gibson控 訴院裁判官 は、当該論点 について、以下の通 り異論を述べ、

伝統的立場 を踏襲す る。

「私 は、不動産 に関す る利益を有 しない者 または不動産 を占有す る権利 を

有 しない者 に対 して プライベー ト ・ニューサ ンスの訴 えを提起す ることを

許容 した先例 は存在 しない と認識 している。ニ ューサンス訴訟 の目的が不

動産 の利用 および享有 についての権利 を保護す ることにあるとす るな らば

(中略)、 単な る立入権者(licensee)ま たは この ような権利 を有 しない者

がプライベー ト ・ニ ューサ ンスの訴 えを提起 しうると解す ることは、原則
21)

と して間違 って い る と考 え られ るので あ る。」
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Gibson裁 判官 は、ニューサ ンス法の起点 に立 ち返 り、 「ニュー一サ ンス訴訟 の

目的が不動産 の利用 および享有 にっいての権利 を保護す る」 こ とにあるか ら、

不動産 に関す る権利 を有 しない者 はニューサ ンス訴訟 を提起 するこ とはできな

い と伝統 的見解 を支持 し、被告の上訴 を認容 したので ある。

第2節Khorasandjian判 決 の意 義

当該事案の ような電話 によるハ ラスメン トの場合 において、訴訟当事者の0

方が配偶者 または同棲者(cohabitees)で あ るな らば、家庭 内暴力お よび婚姻

手続法(DomesticViolenceandMatrimonialProceedingActI976)が 適

用 され、裁判所 はハ ラスメン トに対 してイ ンジ ャンクシ ョンを許与す る権限 を

有す ることになる。 しか し、本件 の両 当事者 は単な る友人同士で あって、 同棲

の事実 も存在 しないため、同法 を適用 することはで きない。 この ような状況 に

おいて原告の法的救済が認 め られ るためには、原 告が被告の行為 について法的

に訴訟 を基礎づ けるに足 るものであ ることを立証 しなけれ ばな らない。電話の

頻繁な コールによって原告を困惑 させ るこ とは、概 して刑法上の犯罪であ る脅

迫(assault)と はならない。それ は、原告 に対 して身体的危害の脅威 を与 える

わけではないか らで ある。一方、被告の行為 が不動産の利用 または享有 に対す

る侵害 を伴 う場合 には、 コモ ン ・ローのプライベー ト・ニ ューサ ンスに基 づい

て救済 され る余地が出て くる。 しか しなが ら、伝統的見解 によれぼプライベー

ト ・ニ ューサ ンスが成立するためには、原告は不動産 につ いて法 的利益 を有 し

なければな らず、かか る準則 を当該事案 について厳格 に適用す るな らば、ハ ラ

スメ ン トを制止す るインジャンクシ ョンは認容 され ない ことになろ う。 そ こで

控訴院 は、 このような結果 を回避 し原告 をハ ラスメン トか ら救済 するために、

ニ ューサンスの訴権 についての伝統的見解 を覆 し、不動産 に関す る権利 を有 し
22)

ない者 にも訴権 を与 えたのである。

Dillon裁 判官 は、 プライベー ト・ニューサ ンスの伝統的見解 に従 うな らば、

原告を保護で きな くな り不合理な結果 をもた らす ことになると論及 し、指導 的

判例であるMalorle判 決 に依拠す るのではな く、夫婦の住居 を所 有す る者 の妻

は電話 に よるハ ラス メ ン トを制 止 す る権 利 を有 す る と判示 した、 カナ ダ の
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Motherwell判 決を引用 し、本件 における原告は母親の住居 としての不動産上に

居 る子供であるか ら、Motherwell判 決の示 した準則 を拡大解釈 して、かか る子

供を保護すべきであると導出 した。これ に反 して、Gibson裁 判官が異議 を唱え、

ニューサ ンス訴訟 にっいては不動産 に関 して排他 的占有 を有す る者 が提起 しう

るとす る伝統 的見解 を支持 し、結果 として原告を救済 しなかった点を見逃 して

はな らない。

本判決 は、現在のイギ リス法 においてハ ラスメン トに対応す る不法行為の類
23)

型 は存在 しない と控 訴 院が判示 したPagelv.Pagel判 決 を再 考 し、 プ ライ ベ ー
24)

ト ・ニューサ ンスを根拠 としてハ ラスメン トに対す る法的保護 を認 めた点にお
25)

いて、注 目された判決である。つま り、ハ ラスメン ト(不 動産 とは関係性のな

い一般的な生活利益 の侵害)の 事案 に対 してプライベー ト・ニューサ ンスの法
2&?

理 を拡大 して適用す ることに よって、被害者 を救済 したのである。ニ ューサ ン

スの訴権 の視点か らみれば、訴権 を有す る者 の範囲 について不動産 に関す る権

利 を有 している者 に限 るのではな く、合法的に不動産上 に居 る者 にまで拡張 し
27)

て解釈 した と言えよう。 しか し、当該判決の示 した伝統的な要件 の緩和が、 プ

ライペー ト ・ニ ューサンスの本質 に照 らして妥当で あるか否かにつ いて は、大
28)

きな問題 となってきた。次の章で扱 うHunter判 決 は、かかる問題 について貴

族院が接応 した もので ある。

第3章 プライベー ト ・ニ ューサ ンスの不動産 との関連性

第1節Hunter事 件 の概 要

Hunter事 件 は、 テ レ ビ電 波 の受 信 障 害 が プ ライペー ト ・ニ ューサ ンス にあた

る と主張 す る訴 え(Hunterv.CanaryVITharfLtd.:以 下 で は、 電波 障 害訴 訟

と呼 ぶ)と 、 道 路 の建 設 現 場 か らの 過 剰 な粉 塵 に よって損害 を被 った住 民が プ

ライベ ー ト ・ニ ューサ ンス に よって救済 され る とす る訴 え(Hunterv.London

DocklandsDevelopmentCorporation:以 下 で は、粉 塵 訴 訟 と呼 ぶ)の2っ

の 訴 訟 か ら構 成 され て い る。
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電波障害訴訟 に関す る事実の概要 は、以下の通 りである。原告 は、都市 開発

地域お よび企業地区 として環境大臣によって指定 された、 ロン ドン ・ドックラ

ンズ地域 に居住 していた。被告が、企業地区を管轄 す る当局か ら特別 に与 えら

れた計画の認可に基づいて、高 さ250メ ー トル、縦横50メ ー トルを超 える大 き

さのカナ リー埠頭 タワー(CanaryWharfTower)を 建設 した ところ、原告の

住居 においてテ ーレビ電波の受信障害が生 じた。当該地域のテレビ電波の送信源

は、クリスタル ・パ レスにあるBBCの 送信機である。そこで、原告は、カナ リ,..,...

埠 頭 タワーが クリスタル ・パ レスか らのテ レビ電波信号を遮断 し、受信 障害 を

生起 させていると主張 した。当時、すべての原告 は、テ レビ電波障害 のた め 「影

の地域(theshadowarea)」 と呼ばれていた、アイル ・オブ ・ドッグズ(the

IsleofDogs)地 域 に居住 していた。原告は、当該 タワーの建設中の1989年 に

受信障害が始 まった と主張 したので、その後、 この受信 障害を解決す るため、

中継送信機が建設 され、1991年4月 か ら稼動す るにいたった。そこで、原告 は、

電波の受信障害 はプライベー ト ・ニューサ ンス を構成す るとし、受信 障害 が生
29)

じた期間の電波受信侵害 に対す る損害賠償 を請求 したのである。

一方
、粉塵訴訟 は、1989年11月 か ら1993年5月 にか けて被告が建設 した、

ライムハウス ・リンク ・ロー ド(LimehouseLinkRoad)と して知 られ る全長

約1800メ ー トルの道路の建設 によって、限度 を超 えた粉塵が排出 されたため、

当該地域 に居住 していた原告の快適 な生活環境 が損なわれた として、ニ ューサ
30)

ンスおよびネ グリジェンスに基づいてその損害の賠償 を請求 した ものであ る。

これ らの訴訟で争われた論点 は、テレビ電波の受信侵害が プライベー ト・ニュー

サンスを構成 するか否か とい う点 と、プライベー ト ・ニューサンスの訴 えには、

不動産 に関す る原告の利益が必要 とされ るか否か、もしそうであるな らば、ニュー

サ ンスが成立 す る要件 として不動産 に関す るいかな る利益が原告に要求 され る

のか とい う点である。電波障害訴訟では、前者 お よび後者の両論点が問題 とな

り、粉塵訴訟で は、後者 の論点が検討された。

電波障害訴訟の第1審 において、Havery裁 判官は、テーレビ電波の受信障害 に

ついて プライベー ト・ニ ューサ ンスおよびパ ブ リック ・ニ ューサ ンスを構成 し

うるが、 プライベー ト・ニューサンスに基づいて訴訟 を提起す るためには、原

告 は不動産 に関す る利益 を有す ることが必要であ り、 その不動産 について排他



的占有(exclusivepossession)の 権利を有 しなければな らない と判示 し、原

告の訴 えを退 けた。粉塵訴訟の第1審 において も、同裁判官 は、電波障害訴訟

と同様 に、プライベー ト ・ニューサ ンスの訴 えを提起す るには、原告は不動産

に関す る利益 を有す ることが必要であ り、 その不動産 につ いて排他的占有の権

利を有 しなければならない と判断 して、原告 の請求 を認めなかった。

控訴 院のPill裁 判官 は、電波障害訴訟 において、テ レビ電波送信機 と他人の

不動産 との間 の視界線上の建物の建設 または存在 を、 その不動産 の利用お よび

享有の侵害 としてプライベー ト ・ニューサンスに基づ いて訴 えることはで きな
3l)

い と判示 し、原告 の上訴 を棄却 した。 しか し、粉塵訴訟 においては、住居 とし

ての(asahome)不 動産の現実の占有(occupation)は 、その占有者 に対 し

てプ ライ ベー ト ・ニ ューサ ンスの訴 えを可 能 にす るた めの実質 的 な関連性
32)

(substantiallink)を 十分に提供 していると判示 して、原告の上訴 を認容 した。

これに対 して貴族院は、電波障害訴訟において、隣接地上の建物の建設によっ

て採光、通風 または眺望が阻害 された場合 と同様 に、建物の建設 によるテレビ

電波 の受信障害 について もニューサ ンスは成立 しない と論及 した。 また、 プラ

イベー ト ・ニ ューサンスの訴権 については、ニ ューサ ンスは不動産 に対する不

法行為 であ るか ら、原告は不動産 に関する利益 を有 しなければな らない として、

被告の上訴 を容認 したのである。以下では、貴族院の見解 について詳述す る。

第2節Hunter事 件 における貴族院の見解

1テ レビ電波の受信障害 について

本判決 は、テ レビ電波 の受信障害がプライベー ト・ニューサ ンスを構成 する

か という問題 と、誰が プライベー ト・ニ ューサ ンスの訴 えを提起 しうるか とい

う問題 の2つ の大 きな論点に言及 してい る。

まずは、テ レビ電波 の受信 障害 の問題 を考究 しよう。

貴族 院の裁判官諸卿 は、 カナ リー埠頭 タワーの建設 によって生起 した電波障

害について プライベー ト・ニューサ ンスを構成 しない と全員一致で判断 した。

その理由について、Goff卿 を除 く4人 の裁判官 は、隣接地上の建物の建設によっ

て採光、通風、眺望が阻害 された場合の控訴院の分析 を肯定的 に受 け止め、 こ
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の種の侵害がニューサ ンス法 によって救済 されないの と同様 に、建物建設 によ

るテ レビ電波の受信障害 も救済 に値 しない と判示 したのである。

これに対 してGoff卿 は、テレビ電波障害がニューサ ンスに該当す るか否か と

いう問題 について、異なったアプロ.___チを試み る。すなわち、当該問題 を扱 っ
33}

た1965年 のBridlingtonRelayLtd.v.YorkshireElectricityBoard判 決 を

取 り上 げ、本事案 との相違 を指摘 して、以下の ように検討 する。

「BridlingtonRelayLtd .事件 における問題は、隣接地上の建築物の存在

によってのみ生 じたのではな く、被告であ る電力局の活動 に起 因す る電気

的侵害 に よって惹起 された ので あ るか ら、本 判決 の事案 とBridlington

RelayLtd.事 件のケース とは区別 され るべ きである。

一般的準則 として、現今では必然的に計画管理 に関す る制度 に服 す るも

のの、何人 も自己が所有す る土地上 に建物 を建設す る権 限を有す るので あ

る。 さらに、一般的準則 として、自己の土地上に建物 を建設す る権利 は、

その建物の存在それ自体が隣人の土地の享有 を侵害 しうるとい う事実 によっ
34)

て制限 を受 けないのである。」

つ ま り、土地の所有者 は自己の土地 に自由に建物 を建設す る権利を有 してい

るのであって、その土地上の建物の存在が、隣接す る土地 の享有 を侵害す る結
35}

果 をもた らした として もやむ を得ないことで あると論及す るのであ る。

そ して、Goff卿 はプライベー ト・ニュー一サ ンスが成立す るための要件 につ い

て、次の ように説述す る。

「地役権が設定 されていない場合 に、訴 えうるプライベー ト・ニ ューサ ン

スを成立 させ るためには、隣接す る建物が単に存在 してい ること以上の も

のが要求 され るのであ る。実際、原告の土地の享有 に対す る侵害 に関 して

プライベー ト ・ニ ューサ ンスが成立するためには、一般的 に被告の土地か

ら発散 され る何 かが生 じることが必要であろ う。かか る発散 は、騒音、粉
ss}

塵、煙霧、悪臭、振動の ような多様 な形態 となろ う。」

すなわち、 プライペー ト・ニューサンスが成立す るためには、被告の土地上

に建物が存在 しているだけでは十分ではな く、 そこか ら発散 され る何 かが なけ

ればならない と述べ、積極的侵害の必要性 に論及す るのである。

それでは、 プライベー ト・ニ ューサ ンスの成立には被告の土地か ら発散 され
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る何 か の存在 を要 す る と解 す るな らば、___.見、 そ の よ うな 発 散 が 存 在 しな い よ

う に思 われ るケー ス において ニ ュー一サ ンス の成 立 を肯定 した、BankofNew
37)

Zealandv.Greenwood判 決 を どの よ うにi理解 すれ ば よいので あろ うか。

BankofNewZealand事 件 は、被告が所有す る建物のベランダのガラス製屋

根 によって太 陽光が反射 して、隣接地 の建物 にその光線が入 り、耐え難 い眩 し

さに困惑 した原告が、ニューサ ンスの訴 えを提起 した事案である。

Goff卿 は、本件の眩 しさは、単な る太陽光 の反射で はな く、一定の角度で太

陽光 を偏 向させ るこ とに よって生 じ、それ は人間の眼 には耐 えがたいほ ど明 る

く、 それが隣接の建物 に直接進入 してい ると述べた うえで、専門家の意見 を取

り上 げ、 ベランダの屋根のガ ラスは、あたか も多数 の鏡 のように光 を乱反射 さ

せ、 とて も強烈な眩 しさ とな り、 それは極端 に見 ることを困難 にさせた と説明

した。そ して、同卿 は、「このような理 由に基づき、当該事案は、隣接地上の建

物の単 なる存在が問題 となった場合 とは峻別 され うるのである。 いずれに して

も、被告 の土地上の建物が邪魔 になって、何かの原告の土地への到達が妨 げら
3$)

れた とい う単なる事実 は、'r的 に言って本件の目的のためには十分ではない。」

と論述す る。

同卿 は、ベ ランダの屋根 のガ ラスが単 に受動的に太陽光 を反射 させたので は

な く、多数の鏡 を集 めた ように光 を偏向 させた とい う根拠 に基づいて、Bankof

NewZealand判 決 のケ.__.スとHunter判 決の事案 を識別 して考察すべ きであ

ると考 えた。 そ して、隣接地上の建物の存在 によって、原告の不動産 に何かが

到達 す ることが阻害 されただけでは、ニューサ ンス は成立 しない と導出 したの

である。

Goff卿 が、本判決の事案 とBridlingtonRelayLtd.判 決お よびBankof

NewZealand判 決のケースを比較 し、ニ ューサンスが成立す る態様 を詳細 に

検討 す ることによって、その成立要件 を明 らか に しようとした試 みは評価 され

るべ きであろ う。特 に、ニ ューサンスが成立す るためには、被告の土地か ら発

散 され る何かが存在 しなけれぼな らず、 その土地上の建物 の存在 によって何か

の原告 の土地への到達が阻害 されただけで は十分で はない と述べ、積極的侵害
39)

の必要性 に論及 した考察は、明快な分析であると思われる。
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2プ ライベー ト ・ニューサンスの訴権 について

次 に、 プライベー ト ・ニ ューサ ンスの訴権 について、つ ま り誰が プライペー

ト ・ニューサ ンスの訴 えを提起す ることがで きるか とい う問題 にっいて論究 し

よう。 この問いは、 まさに本稿が主題 とす るプライベ.._.ト・ニ ュ0サ ンスが成

立す るためには、原告は不動産 とどの ような関連性 にあるべ きか、すなわち訴

えの原告は不動産 に関す るいかなる利益 を有す ることが必要か とい う論点 につ

いて検討するものである。以下 において、Hunter判 決の多数意見を形成 してい

るGoff卿 およびHoffmann卿 の見解、な らびにそれに異議を唱えたCooke卿
4a)

の意見 を考察 す る。

(1)Goff卿 の見解

Goff卿 は、 この問題 に関 して、まずニューサ ンスの本質的特徴 について言及

す る。 す なわ ち、Newark教 授 の古典 的論 文 「ニ ュー サ ンスの境 界(The
41}

BoundariesofNuisance)」 を 引 用 し、 ニ ュ ー サ ン ス の 本 質 は 「土 地 に 対 す る
42)

不法行為」であ り、 「『ニ ューサ ンス』 とい う用語 は、正確 には土地 に関す る権

利 の原告 による享有 に対す る侵害 となる訴訟 を基礎づ けるに足 る土地の利用者
　

に対 して のみ適用 され るにす ぎ ない ので あ る。」 と論 じる。 そ して、 同卿 は、

「ニ ューサ ンス とい う不 法行為 は、不動産 に対 す る原 告の権 利 の享有 につ いて定

め る不 法行為 の ひ とつで あ るか ら、 プ ライ ベー ト ・ニ ューサ ンス の訴 えは、 当

該 不 動 産 の 自由土 地 保 有 権 者 も し くは賃 借 人 、 ま た は不 動 産 の 排 他 的 占有

(exclusivepossession)を 伴 う立 入 権 者(licensee)の よ うな、 そ の不 動 産 の

現 実 の 占有(actualpossession)を 有 す る者 に よっ て通 常、 提 起 され るで あ ろ

響。」 と具体的に説述 する。

さ らにGoff卿 は、 「不動 産 に関 す る権 利 を有 しない者 はプライペ ー ト・ニ ュー

サ ンスの訴 えを提 起 しえな い とい う準則 は、長 年 にわた り確 立 され た もの と し

て考 え られて きた。本 準則 について は、1907年 のMalonev.Laskey事 件 に お

け る控 訴 院 の 判 決 を 引用 す るのが 通 常で あ る。(中 略)ニ ュ ー サ ンス に 関 す る

Malonev.Laskey事 件 の判 決 は、 以来 、 多 くの事 件 で追従 されて きた。(中 略)

しか しな が ら、 最 近 、Khorasandjianv.Bush事 件 に お い て 控 訴 院 は、 この 先
45)

例 の 一 連 の 流 れ か ら逸 れ る判 断 を した 。」 と述 べ 、 前 章 で 取 り扱 っ た
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Khorasandjian判 決 の位置づ けについて詳細 に検証 する。

同卿は、Khorasandjian判 決につ いてカナダのアルバータ州高位裁判所上訴

部が下 したMotherwell判 決に依拠 している とす る。本裁判所 は、当該判決に

おいて、住居 の所有者 がプライベー ト・ニ ューサ ンスに基づいて、その住居へ

の電話 によるハ ラスメン トを制止す るイ ンジャンクシ ョンを得 ることができる

のみな らず、住居 に関す る利益 を全 く有 しない住居所有者 の妻(原 告)に 対 し

て も同様 の法的救済が開かれていることを判示 した。 それ故、同卿 は、 「夫婦の

住居 について利益 を有 しないが、そこに居住 している妻 は、その住居 の享有 に

対する侵害に関 してプ ライベー ト ・ニューサ ンスの訴 えを提起す ることがで き

るとしたMotherwe11v.Motherwell判 決の根拠 について、考察することが必
46)

要である。」 と述べ、 当判決にっいて論究す る。

Motherwell事 件の事実の概要は、次の通 りである。すなわち、被告は偏執症

を患っていたため、義姉 と父親の家政婦 が自分の ことで兄 と父親 を怒 らせて い

ると誤信 し、兄および父親の 自宅に執拗 に過多の電話 を し、 そこで義姉 と父親

の家政婦 を口汚 く罵倒 した という事案である。州高位裁判所上訴部のClement

上訴裁判官 は、 自宅の 自由土地保有権者 として兄お よび父親 に対 して、被告 の

行為 をプライベー ト・ニ ューサ ンスに基づ いて制止す るイ ンジャンクシ ョンを

認定 したのみな らず、夫の住居 に居住 しているだけで あってそれに関 して何 ら

の利益 も有 しない妻(被 告の義姉)に ついて もインジ ャンクションを肯認 した。

つ ま り、同 裁判官 は、 「ここに夫婦 の住居(matrirnonialhome)で ハ ラスメ

ン トを受 けた一人の妻が存在す る。彼女 は、 自分 の夫や子供たち とiに そこ

で暮 らす地位、つ ま り権利 を有す るのである。夫婦 の住居 にお ける妻の現実 の

占有(occupancy)は ニューサ ンスの訴えを提起するには十分ではない と考 え

ることは不合理であ ると思われ る。私の見解 によれぼ、彼女は、夫つま り[被
47)

告の]兄 と同様 な 法 的 救 済 を受 け る権 限 を有す るので あ る。」 と判示 したので あ

る。

Goff卿 は、 「この[Motherwell判 決 の]結 論 は 、Fosterv.Warblington
9$)49)

UrbanDistrictCouncil事 件 にお け る控 訴 院 の判 決 に広 く基 づいて い る」 と述

べ、 それ は、 「CIement上 訴 裁 判 官 が[Foster判 決 につ い て]『 単 に存 在 して い

る(merelypresent)』 者 と 『実 質 的性 質 と して の 現 実 の 占有(occupancyof
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aSUbStantialnatUre)』 の状 態 に あ る者 との 区別 を確 立 し、後 者 の場 合 に は占

有者 にプ ライベ ー ト ・ニ ューサ ンス の訴 えを提 起 す る権 限が 与 え られ る と理解
5Q)

した。」 か らで あ る と言及 す るので あ る。

そ して 、 同卿 は、 次 の ように論 を展 開す る。 す なわ ち、

「私の意見 では、Fosterv.WarblingtonUrbanDistrictCouncil判 決

は 、 配 偶 者 の 住 居 に 居 住 して い る妻 また は 夫 の よ うな 単 な る立 入 権 者

(licensee)の 地 位 にあ る人 が この よ うな訴 え を提起 し うる権 限を有す る と

い う命題 につ いて先例 とはな らない と思わ れ る。 この誤 解 は、 この 点 に関

す るMotherwellv.Motherwell判 決 の先 例 と して の権 威 を傷 つ け るに違

い ない、 と懸念 す るので あ る。 そ して、Khorasandjianv.Bush事 件 の 控

訴 院 判 決 がMotherwellv.Motherwell判 決 に基 づ いて 判 断 され て い る限

り、Khorasandjianv.Bush判 決 も また 同様 に そ の 先例 と して の権 威 を損
5I}

なわれてい るのであ る。」

つま り、同卿 は、Khorasandjian判 決の依拠 してい る判例 を遡 り、その起点

となったFoster判 決 についての誤 った解釈 を指摘 し、その解釈 に基づ いて判断

されたMotherwell判 決、そ して、 このMotherwell判 決 に基礎 を置いて判断

されたKhorasandjian判 決 の不当性 を導出 してい るのであ る。

さらに、Goff卿 は、Khorasandjian判 決の事案の本質およびその位置づ けに

ついて、次の ように論述す る。

「Khorasandjianv .Bush判 決における自家保有者(householder)の

娘のような原告が、迷惑電話 によってハ ラスメン トを受 けた場合、その主

張の最 も重要な点は、虐待 またはプライバシーの侵害 とな るハ ラスメ ン ト

を受 けた とい うことであって、それを受 けた ところが母親宅であろ うが、

夫の自宅であろうが、友人 と共 に住 んでいようが、勤務先で あろ うが、 自

動車の中での携帯電話であろうが大 した問題で はない。実際 に、控訴院が

なそ うとした と思われ ることは、住居 でなされ るハ ラスメ ン トに不 自然 な

形で限定 され る とい う点で部分 的に しか効果的でない、ハ ラスメン トに関

する不法行為を裏 口の使用 によって創出するために、プライベー ト・ニュー

サンス法 を利用 した ことであった。特に当該判決 のように採用 された手段

が控訴院の他 の判決 と矛盾 する場合 には、 この ような利用 は法の発展 にお
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52)

いて満足 のい くような方策ではない と、私 自身、顧慮す るのである。」

また、同卿 は、Hunter事 件 において控訴院が示 した ように伝統的立場か ら一

歩踏み出すな らば、訴権 を有す る人の範囲を画定す る問題 に直面す るであろう

と警告す る。すなわち、 「控訴院は、不動産 を 『住居 として(asahome)』 占

有す る者 を当該 目的のために十分な関連 を有 していると考 え、不動産 について

『実質 的関連(substantiallink)』 を有する者 とい う容易 には識別 しえない範囲

53)

を採用 した。」 と説示 し、具体的には誰が この範囲に含 まれ るのであろうか、 と

疑義を投げか ける。夫、妻、子供や同居の親族は比較的簡単に実質的関連 を有

する者 と理解できるが、問借人や同居の看護人の ような人 まで も実質的関連 を

有す る者 と解 しうるのか否かを判断することは困難である、 とい うのである。

そ して、同卿 は、次 のように論及 し、不法行為の拡大 について否定的な見解を

開陳す る。

「とにか く、 このような[控 訴院が判断 した]不 法行為の拡大 は、ニ ュー

サ ンスを不動産 に対す る不法行為か ら人 に対す る不法行為 へ と変質 させ る

であろう。 そ して、そこでは、身体的侵害にまで は及ばない損害 について

も賠償 され うるし、責任の判断基準はネグ リジェンスに基 づ くものではな

く、その不動産 の利用 について隣人間の利益衡量 に基づいて判断されるの

である。私の意見に よれば、 これ は法を発展 させ るための許容 しうる方策
54)

ではないのであ る。」

上述 したようにGoff卿 は、本件の控訴院の判決 には同意 しえない理 由として、

主 に2つ の 根 拠 を挙 げ て い る。 第 一 に、 本 控 訴 院判 決 が 引用 して い る

Khorasandjian判 決の妥当性 につ いて、当該判決が依拠 している判例 を遡 り、

その起点 となったFoster判 決の誤った解釈 を指摘 し、それに基づ いて判断 され

たMotherwell判 決、そ して、 このMotherwell判 決に基礎 を置いて判断 され

たKhorasandjian判 決は妥当 とはいえない と論及 した。第二に、控訴院が判示

した不動産 について 「実質的関連」 を有す る者の具体的な解釈 について検討 し、

訴権 を有す る人の範 囲を画定する定義 としては不明確で あるため適切ではない

と説述 した。 そ して、 この ような不法行為の拡大は、 プライベー ト ・ニ ューサ

ンスの本質 を変化 させ るため、許容 し得ない と結論づ けたのである。
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(2)Hoffmann卿 の 見 解

次 に、Hoffmann卿 が 示 した 論 理 の展 開 を追 う こ とに しよ う。

同卿 は、ニ ューサ ンスの訴権 の問題 につい て、 「約20年 前 まで は 、 何 人 も誰

が 訴 え う るか とい うこ とにつ いて少 しも疑 問 を もた なか った であ ろ う。 ニ ュー

サ ンス は地役権(easements)お よび採 取 権(profits)の よ うな不 動 産 に 関 す

る利 益 を含 む 、不動産 に対 す る不 法行為 であ る。 それ故 、原 告 はニ ューサ ンス
55}

によって影響 を受 けた不動産 に関す る利益を有 しなけれ ばな らないので ある。」

と伝統 的な見解 を説示する。 そ して、ニューサ ンスの訴 えを提起す るには不動

産の排他的占有 を必要 とす る と判示 した指導的判例であ るMahonev.Laskey

判決 に言及 したあ とで、ニ ューサ ンスは不動産 に対す る不法行為で ある とい う

考え方について、Khorasandjianv.Bush事 件における控訴院の判断によって

疑義が生 じてきている として、当該判決 について検討 す る。

控訴院は、母親 の住居 に居 る原告に対 して、 プライペー ト ・ニューサ ンスに

基づ いて電話に よるハ ラスメン トを制止 するインジャンクシ ョンを認定 した。

この判決 は、不動産の排他的 占有の必要性 を示 したMalone判 決 を覆す もので

あるが、 これを否定す る理 由について、Dillon控 訴院裁判官 は次の ように論述

する。

「私の考 えによれば、現代 において、ある人 に対 して嫌が らせ の電話 を執

拗 に してハ ラスメ ン トを故意 に行 った者 は、電話の受取人が それ を受取 っ

た ところの不動産 にっいて自由土地保有権 または不動産賃借権 に関す る利

益 を偶然 に有す る場合 にのみ、民事裁判所 に訴 え られ うる とす る法 がある
　

な らば、 それは滑稽な ことである。」

Hoffmann卿 は、 このような理由づ けについて、ニ ューサ ンス法が提供 して

い る救済方法に関 して根本的な誤解 に基づいていると指摘 し、 それは、1865年
57)

のStHelen'sSmeltingCo.v.TipPing判 決 においてWestbury大 法官が説

示 した重要な区別 の間違った適用によって生起 して いると論及す る。すなわち、

「St.Helen'sSmeltingCo.判 決は、ニューサ ンスについて、収穫物への

有毒物質の排出 または沈積の ような 『不動産 に対す る物質的侵害』 をもた

らす不法行為 と、過度な騒音 または悪臭 のような 『知覚 しうる身体的 な不

快感』をもた らす不法行為 に峻別 したもの として扱われ る何 らかの傾 向が
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あるように思われ る。第一の範疇 に属す る事案では、イ ンジ ャンクシ ョン

また は損害賠償 の どち らの方法であれ、法的救済 は不動産 についての損害

の発生 に対 してなされ るもので あることは何 らの疑い もない。 この ような

事案で は、不動産 に関す る利益 を有する者のみが訴え うることは明白であ

る。 しか し、第二の範疇に属す る事案 を不快感 に関す る訴 えまた は原告が

受けた もし くは受 けそ うな身体的な侵害 に関する訴 えとして考 える傾 向が

ある。 このような見解 に基づ けば、不動産 に関す る原告の利益 は当事者適

格 の条件 または侵害に対す る訴 えの権限 を原告 に与 える出発点以上の もの

にはならないので ある。

Khorasarldjianv.Bush判 決の事案を第二の範疇 に属す るもの とす るな

らば、実際 には、原告が不動産 に関す る利益 を有することの必要性 を正当

だ と理 由づ けることは困難であろう。私が引用 したDillon控 訴院裁判官の

一節 は
、雄弁 な理 由の開陳である。 しか しなが ら、 この前提条件 は、全 く

間違 っているのである。『知覚 しうる身体的な不快感 を発生 させ る』ニュー

サ ンスの事案 において、その訴 えは、人 に対 して不快感を もた らすためで

はな く、第一の範疇の事案 におけると同様 に、不動産 に対 する侵害 を もた

らすためなので ある。その不動産 は 『知覚 しうる』侵害 を受 けなかった こ

とは確かであるが、その不動産 の有用性(utility)が ニ ューサ ンスの存在 に

よって損 なわれてきたのである。 占有者(possessor)ま たは現実の占有者

(occupier)に 対 してインジャンクシ ョンの権限が与 えられ るのは、不動産

の有用性 に対す る不当な脅威か ら身 を守 るためであ り、彼 らに損害賠償 の

権限が与 え られ るのは、かか る有用性 の減損 について救済 するためなので
　

ある。」

要 す るに、Hoffmann卿 は、St.Helen'sSmeltingCo.判 決 にお い て

Westbury大 法官が説示 した、ニューサ ンスを 「不動産 に対す る物質的な侵害」

の発生 と 「知覚 しうる身体的な不快感」の発生に識別す る解釈について検討 し、

Khorasandjian判 決のケースを人に対す る不快感の発生の事案 として解す るの

ではな く、不動産 の有用性に対する侵害 と理解 す ることによ り、原告が不動産

に 関 す る利 益 を必 要 とす る妥 当性 を導 出 して い るので あ る。 そ して 、

Khorasandjian事 件における控訴院の判断 は、結果的には妥当であった として



イ ギ リス法 にお け るプ ライベ ー ト ・ニ ューサ ンス の不動産 との関連 性 81

も、 コモン ・ローを現代社会 の諸事情 に適応 させ るためには、合理的かつ整合

的にそれを発展 させ る必要があると、次の ように論 を展 開す る。

「『知覚 しうる身体 的な不快感の発生』に関す るニ ューサンスは、人 に対

する不快感の発生 に関す る別異の不法行為 を構成 す るのではな く、不動産

に対す る侵害の発生 に関す る単一の不法行為 の一部分 にすぎない とい うこ

とが、いったん理解 され るな らば、原告が その不動産 に関 してある利益 を

有 しなけれぼな らない とい う準則 は論理的かっ実際に回避 しえないもの と

なるのである。

なぜ この準則が放棄 され るべ きであるのか とい う何 らかの理由が存在す

るであろうか。 ひ とたびニューサ ンスが不動産 に対 す る不法行為 の成立 の

制限を免れた ならば、 自らの住居 としてその不動産に居住 してきた ことを

原告に要求す る、本件 の控訴院によって説示 された ような妥協 によって生

じた制 限の中には、正当な論理は存在 しない ように思われるのである。 こ

のことは、原告が住居 に居 ようが居 まいが、 インジャンクシ ョンが 申立て

られたKhorasandlianv.Bush事 件 において、控訴院 によって認識 されて

いたのである。法が現代社会 の諸事情 に適応 す るために必要 なこ とについ

ては、本判決お よび他 の著作 において妥当な対処が なされている。 しか し

なが ら、 コモ ン ・ローの発展 は、合理的かつ整合 的で なければな らない。

それは、 コモ ン ゼローの原 理を曲解すべ きではな く、 また、欠陥を埋 め る
59)

ための手段 として単 なる変則 を創出すべ きで もないのである。」

Hoffmann卿 の 判 決 の 核 心 部 分 は、Westbury大 法 官 がSt.Helen's

SmeltingCo.判 決 において説示 した、ニューサ ンスを 「不動産 に対す る物質的

な侵害」の発生 と 「知覚 しうる身体 的な不快感」 の発生 に区別す る見解 につい

ての解釈である。つ まり、Westbury大 法官が示 した識別 について、 ニューサ

ンスを 「不動産 に対す る物質的な侵害」の発生 に関す る不法行為 と 「知覚 しう

る身体的な不快感」の発生に関す る不法行為に峻別 した もの と解 するのは、誤 っ

た解釈 で あるとい うのである。 もしニューサンスを2種 の不法行為 に峻別 しう

る と解すると、Khorasandjian判 決の事案は 「知覚 しうる身体的な不快感」 の

発生のケースに属 す るこ ととな り、かか る場合 に原 告に対 して不動産 に関す る

利益 を要求す るのは妥当でない、 という解釈 を導 くことにな りうるか らである。
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したが って、 同卿 は、 ニ ューサ ンス は あ くまで不 動産 の利 用 また は享有 に対 す

る侵害 につ いての単一 の不法行 為 であ るか ら、Khorasandjianの 事 案 にニ ュー

サ ン ス を適 用 す るた め には、原告 は不 動産 に関 す る利 益 を要 す る と導 出 したの

で あ る。

さ らに、Hoffmann卿 は、Khorasandjian判 決 の捉 え方 につ いて 、 次 の よ う

に論 述 す る。

「Khorasandjianv .Bush判 決 に お い て認 識 され た 欠 陥 は、 現実 の身体

的 また は精神 的疾 患 を伴 わ ない苦痛 の原 因 とな ってい る故 意 に よるハ ラス

メン ト(intentionalharassment)に 関 す る不 法 行為 の空 白で あ る。(中 略)

現 今 で はハ ラ ス メ ン トに関 す る法 は、制定 法上 の論拠 にゆだね られ(1997

年 ハ ラ ス メ ン ト防止 法 参 照)、 どの よ うに コモ ン ・ロ ーが 発 展 しえたか にっ

いて考察 す る必要 はな い。 しか し、 現在 、熟慮 された よ うに、故 意 に よる

不法行為(tortofintention)が 、 ネ グ リジ ェ ン ス に基 づ く訴 訟 にお ける単

な る苦痛 、 不便 また は不快 感 を賠 償 か ら排 除 す る とい う準則 に、何 故従 う

べ きで あ るのか とい う理 由は存在 しない と思われ る。(中 略)そ れ 故 、 私 は、

Khorasandjianv.Bush事 件 は誤 っ て判 決 され た とは言 わ な い。 しか し、

それ はニ ューサ ンスで はな く、 故意 に よ るハ ラスメ ン トに関す る事案 と し
60)

て解 されなければな らないのである。」

同卿 は、ハ ラスメ ン トによって身体的 または精神 的疾患を伴 わない単 なる苦

痛が生 じた場合 には、ネグ リジェンスによって救済 されないため不法行為 の領

域 に空 白部分が生 じてい ると指摘 し、 この ような場合 はニ ューサンスではな く、

故意 によるハ ラスメ ン トの事案 として救済すべ きであ ると判示 した。つま り、

ハ ラスメン トのケースについて は、ニューサ ンスの法理 を拡大解釈 するのでは

な く、それを故意 による不法行為 と解 して隙間を埋め るべ きである と論及 した

ので ある。

(3)Cooke卿 の見解

Cooke卿 は、Hunter事 件 の控訴院判決を支持 し、他の諸卿 とは異なった意

見を開陳す る。特に、人権保護の観点か らKhorasandjian判 決 に対する評価 が

根本的に相違す る点 は見逃 してはな らない と思われ る。
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同卿は、子供 もまた住居の快適性への実質 的かつ不法な侵害 に対 して法的救

済の権限が与えられ るべ きである という、Khorasandjian事 件 の控訴院判決な

らびにアメリカお よびカナダの判例 ・学説の見解 に同調 し、国際的にも子供 の

個別 の利益が ます ます認識 されてきてい ると述 べ、児童の権利 に関す る国連条

約(TheUnitedNationsConventionOntheRightsoftheChild)を 取 り
61)

上 げ る。 そ して、本 国連条 約16条 にお い て、 い か な る児 童 も住 居 に対す る不 法

な侵害 を受 けて はな らな い し、 かか る侵 害 に対 して 法 の保 護 を受 け る権 利 を有

す る旨が規 定 され てい るよ うに、 コモ ン ゼローの形成 にあた って国 際 的 な基 準

が考慮 された と論述 す る。 また、 同卿 は、本条 文 につ いて世界 人権 宣言(The

UniversalDeclarationofHumanRights)12条 な らび に 人 権 お よ び基 本 的

自由 の 保 護 に関す る ヨー ロ ッパ 条約(TheEuropeanConventionforthe

ProtectionofHumanRightsandFundamentaiFreedoms)8条 か らい く

つ か の 文 言 を採 用 して い る とし、 「これ らの規 定 は、部 分的 に住 居(home)を

保 護 す る こ と を意 図 し、 か つ ニ ューサ ンス に対 す る保 護 を与 えて い る と解 釈 さ
62)

れ るので ある。」 と説述 した うえで、 「この ような保護 は、占有 また は財産権 を

超 えたもの として捉 えられ る。(中 略)ま た、 これは、かか る事案の類型 におい

て住居(residence)を コモ ン ・ロー上の許容 しうる根拠 として扱 うことを擁護
63)fi4}

す る合理的な考察であ る」 と論及す るのであ る。

このように、Cooke卿 は、子供 および住居 に関す る利益 を保護す る国際的な

動向を提示 して、Khorasandjian事 件の控訴院の判断の妥当性 を導 こうと試み

たのち、当該判決 について具体的 に、次の ように説示す る。

「Khorasandjianv .Bush判 決において、Dillonお よびRose両 控訴院

裁判官 は、 もし[住 居の]所 有者の妻が電話 によるハ ラスメン トに関 して

訴 える権限を与 え られ るな らば、同様 なことが親 と一緒 に住居で暮 らして

いる子供 にも適用 され るべ きである と判断 した。私は[こ の判断 に]賛 成

である。執拗な電話 は、主要 な攻撃 目標 の者 だけではな く、実際に住居 の

占有者すべて に対 してニューサ ンスを構成 しうるのであ り、そ こに居住 し

ている家族 の全構成員は住居の快適性(amenity)へ の実質的侵害 に対 し

て法的に救済 され る権 限を与 えられ るべ きである。住居への継続 的電話 は

ニ ューサ ンス を構成 しうるとい う考え方は、イ ングラン ドお よびカナ ダ以



84

外の裁判権 において容認されてきた。(中 略)私 は、電話によるハ ラスメン

トまたは快適性への重大な侵害 に関す る何 らかの他の形態が住居内で発生

した場合 にはニ ューサ ンスの法的救済を否定するいかなる理 由も存在 しな

い こ とは確かで あるが、電話 または別の方法に よるハ ラスメン トが住居外

で生 じた場合 に も訴訟 を基礎づ け られ るべ きである と考 える傾 向を共有 す
　

るので ある。」

Cooke卿 は、電話 によるハ ラスメン トまたは他 の手段 によって住居の快適性

が侵害 された場合 において、住居の所有者に限 らず、 その住居 に居住 している

家族 の全構成 員に対 して法的救済がなされ るべ きであ るとす る一方で、 その住

居外で なされた場合で あった として もニューサ ンス として訴訟 を基礎づ けられ

ると判示 している。住居 の内外 を問わずその快適性 が侵害 された場合には訴 え

うる と解 して いる点で、同卿 は、ニ ューサ ンスの性質 を不動産 に対す る不法行

為か ら離れて人 に対す る不法行為 に引 き寄せて考 えているように思われ る。

さ らに、 同卿 は、ニューサ ンスの訴訟 を提起す るためには不動産 との関連性

が必要であ り、その関連性 とは不動産 に 「居住す る」 という意味を含有す ると、

以下の ように陳述す る。

「その点に関 してイギ リス法 は、現在 まで貴族院 によって確立されてはこ

なか ったが、 プライベー ト・ニ ューサンスの訴 えを提起す るためには、不

動産 との何 らかの関連性 が必要であるとい う考 えについて、全面的に賛意

を示すのである。 この関連性の正確 な性質 は、『占有す る(occupy)』 とい

う用語の多義性およびその派生語の故に、定義 されず に取 り残 されて きた。

この動詞 は、通常 の用法 においては、 コンサイス ・オ ックスフォー ド辞典

(theConciseOxfordDictionary)で 実際に与 えられている最初の意味で
ss)

ある 『居住す る(residein)』 とい う内容を包含 しうることは確かである。」

Cooke卿 の論の展開を追 うと、ハ ラスメン トを受 けた被害者 に法的救済 を与

えなけれぼな らない とい う要請 と、不動産 の利用 または享有の侵害 に関す る不

法行為であるニューサ ンス を接合 させ る作業の困難 さが見て取れ るのである。

すなわち、 同卿 は、不動産 に関する利益 を有す る者 に訴権 を付与す る伝統 的な

見解 を採用 することも可能であ り、 また住居 に居住 す る全ての者 に訴権 を与 え

る と解す ることも可能である と述べ、 どち らを選択す るかは、結局 は法 のポ リ
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シーの問題である と、次のように論説 する。

「論理上、1つ 以上の答 えが与 えられ うる。住居の快適性への侵害 に対す

る訴権 は、不動産 に関す る利益 を有す る者 および排他 的占有 を伴 う立入権

者 に限定 され るべ きであると述ぺ ることは、論理的に可能で ある。 また同

じように論理的 に、その権利は住居 に居住す る全ての者 に付与 され うる と

することも可能である。 どちらの判断基準が採用 され るべ きであろうか。

すなわち、 どちらが支配 的原理であるべ きか とい うことは、法のポ リシー

(thepolicyofthelaw)の 問題である。 これは、分析のみによっては解決

しえない問題で ある。分析がな しうることのすべ ては、他 に採 りうる選択

肢 を顕示す ることである。(中 略)な ぜ私が尋常ではない表現力を尽 くして
67)

現代 の不法行為研究の 一Y人 者 によって擁護 された選択肢 を選ぶか とい う

理由は、それが住居および家庭(thehomeandfamily)に 関す る広範 な
68)

概念 に対 して より妥当な効果 を付与す ると考 えるか らであ る。」

同卿 は、結局 は法のポ リシーの問題 に帰着す る と論 じたあ とで、住居 と家庭

とい う概念 についてよ り妥当な保護が与え られ る訴権 のあ り方を採用 し、住居

としての不動産 に居住す る全 ての者 にニューサ ンスの訴権があ ると判断 したの
69}

で あ る 。

第4章 むすびにかえて

プライペー ト ・ニ ューサンスの訴 えの原告は不動産 といかなる関連性 を要 す

るか とい う問題 は、ハ ラスメ ン トの被害者 をどの ような不法行為 によって救済

す るか とい う課題 と絡 まって、複雑かつ深刻な もの となった。Khorasarldjian

判決は、ハ ラスメン トに対応す る不法行為の類型が存在 しない うえ、それによっ

て生 じる身体的 または精神的疾患に至 らない単な る苦痛 はネグ リジェンス等で

は救済 されないため、不動産 の利用 または享有 に対す る侵害で あるニ ューサ ン
X03

ス を拡大解釈す ることによって不法行為法 の隙間 を補充 した と考 え られ る。

ニ ューサ ンスの不動産 との関連性 の問題 は、 「住居」 とい う概念 を交差点 として

ハ ラスメン トか らの救済 の問題 と交わってい る。つ ま り、住居 は、生活の場 を
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提供 す るものであ り、その住居 を基盤 として人は生活 を営んでい るか ら、 この

点において住居 を含む不動産 に対す る不法行為で あるニューサ ンス と生活利益

を侵害す るハ ラスメン トが重なるのである。Khorasandjian判 決は、人の生活

の基盤 とな る 「住居」 という概念 をニューサ ンスに取 り込んで、ハ ラスメ ン ト

の事案 における生活利益 を保護 しようと意図 したのである。

Khorasandjianお よびHunter両 判決を鳥鰍すると、議論の両極 に2つ の潮

流 を見出す ことがで きる。1つ は、ニューサ ンスの性質を不動産 の利用 または

享有に対す る侵害 と解 し、原告の不動産 との関連性 を厳格 に解釈 す る伝統的な

見解で あ り、 もう1つ は、従来のニ ューサ ンスの枠 に とらわれず に、生活利益

に対す る不合理な侵害か ら被害者 を保護 するためにニ ューサ ンスの法理 を利用

しようとす る考 え方で ある。前者 は、ニ ューサ ンスを不動産に対す る不法行為

と解 し、後者 はネ グ リジェンスに近接す る、人 に対す る不法行為 に引き寄せて

考 えて い るこ とになる。イギ リス法 は、ニューサ ンス訴訟 について原告の不動

産 との関連性の要件 を緩和す る方 向へ と伸展 して きた。つ ま り、不動産 に対す

る不法行為 とい う岸か ら離れて、人 に対す る不法行為 とい う対岸 に引き寄せ ら

れて きた と言 って よいであろう。 しか し、対岸 に到達 す ることを目指 して きた

わけで はない。Khorasandjian判 決で は、親の住居 としての不動産上 に居 る子

供 について は当該不動産 と関連性 があると捉 えて、ニ ューサ ンスによって保護

する とい う解釈であるし、Hunter事 件の控訴院判決では、住居 として不動産 を

現実 に占有す る者 はニ ューサ ンスの訴 えを基礎づ けるための実質的な関連性 を

有 してい る と解 している。つ ま り、両判決 とも、不動産 との関連の必要性 を否

定 してい るのではな く、 その関連 の程度の問題 を論 じているのである。 この よ

うな議論 の背後 には、不動産 との関連の必要性を全面的に否定すれ ば、ニ ュー

サ ンスは質的 に転化 して しまうという危惧が存在 しているように思われ る。そ

れ故、Hunter判 決 において貴族院は、原告の不動産 との関連性について厳格 に

解す ることを確認 し、伝統 的立場 を踏襲す ることを閾明 したのであ る。

さらに議論 を複雑に しているのが、Hunter判 決においてCooke卿 が取 り上

げた国際的な人権 に関す る規定の考慮である。特 に、イギ リスでは1998年 に人

権法(theHumanRightsActl998)が 制定 された ことと、その前年に判決が

下 されたHunter判 決 とは無縁ではないように思われる。以降に登場す る、ニュー
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ブリ

サ ンス法 と人権法の交錯を示す諸判決の徴候 を、Hunter判 決に見出す ことがで

きると言 って も差 し支 えないであろ72)y。本判決 は、Cooke卿 が説示 するように

ヨーロッパ人権条約 をは じめ とする人権 に関す る国際的な動向 を意識 しなが ら

も、不動産 とは関係性 のない一般 的な生活利益 の保護 に関す る要 素 をあえて

ニ ューサ ンス法 に取 り込 まない ことによ り、ニ ューサ ンスの本質的性質 を堅持

し、一般 的な生活利益の侵害 とニューサ ンスの領域め相異 を明確 に した もの と

いえよ73)。しか しなが ら、 この相異は、両者が重 な るケースを否定 す るもので

はない。 それ は、一般的な生活利益(私 生活 または家庭生活等)が 侵害 され た
74}

場合 において、現在で は人権法8条 等の違反 として訴訟 を基礎づ けることがで

きるが、 この ときに原告が住居 としての不動産 に関す る利益 を有 していれぼ、

その利用 また は享有 の侵害 としてニ ューサ ンスに基づいて訴 えることも可能で
75)

あると理解 しうるか らである。要す るに、一般的な生活利益 の保護を射 程範 囲

に入れ る人権法の中に、住居(住 宅)の 尊重 とい う視点か らニ ューサ ンス法 と

重畳す る領域が存在す る と考 え られ るのであ る。
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明確 で あ る と論述 す る。

70)現 在で は、1997年 に制定 されたハ ラスメ ン ト防止法(theProtectionfromHarassment
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てかか る苦 痛 につ いて救済 で きる余地 が あ る。
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Env.L.R.34等 が挙 げ られ る。
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'ロッパ 人権委員会(EuropeanCommissionofHumanRights)に 申立て た(Khatun

v.UnitedKingdom(1998)26EHR.R.CD212)。 当該委員会 は、住居 にっ いて、住 居

としての不動産 に関す る利益 を有す る申立人 とかか る利益 を有 しない申立 人 との区別 は存

在 しない と述べ 、 ヨー ロ ッパ 人権条 約8条1項 をすべ て の申立 人 に適用 す る と論 及 した。

そ して、 「3年 間 にわ たって窓 を開 け られ なか った り、屋 外 に洗濯物 を干 せ なか った りし

た事 実 は、住 居 お よび家庭 生活 も し くは私生 活 を享 有す る権 利 を著 し く侵 害 して い る。」

と判 断 した(26E.H.R.R.CD215)。 しか しなが ら、本 委員会 は、住居 お よび家庭 生活 も

し くは私生活 を享 有す る申立人の権 利 と対立す る公共 の利益 につ いて考慮 しなけれ ばな ら

な い と論 じた うえで、 この申立人 の権 利 と公共 の利益 を衡 量 し、当該道路 の建設 は本地 区

の発展 には不可 欠で あ り重 要 な公共 の利益 を実現 す る もので あ るか ら、 申立 ては認 容 しえ

な い と結論 づ け たので あ る。

73)McKennav.BritishAluminiumLtd.[2002]Env.LR.30に おいて、Neuberger裁

判 官 は、 コモ ン ・ロー上のニ ューサ ンスの訴権 を誰が有 す るか に関 して、1998年 人権法 と

矛盾 しない よ う柔軟 な対応 の必要 性 につ いて論及 してい る。 また、 α6嬬&L伽4s61」 碗

Torts(3rdsupplementtothe18thed.,2003)atl64も 、原 告 の不動産 との関連 性 に

つ いて人権法 の観点 か ら再考 を要す る と論述 して い る。Hunter判 決 以降 、人権法 の制 定

に よってニ ューサ ンス法 がいか な る影響 を受 け るか につ いて は重 要 な論点 で あ るた め、今

後 の動 向が 注 目され て い る。

74)人 権法8条1項 には、 「何人 も私生活 お よび家庭 生活(privateandfamilylife)、 住居

(home)な らびに通信(correspondence)に つ いて尊重 され る権 利 を有 す る。」 と規 定

されて い る。

75)Dennisv.MinistryofDefence[2003]Env.L.R.34が その典型 で あ る。本件 は、 英

国空軍基 地 に隣接 す る不動産 の所 有者 お よび その妻が、バ リアー ・ジ ェ ッ ト攻撃機 の訓 練

に よって生起 された騒 音 につ いて訴 えた事 案で あ る。飛 行訓練 は、平 日の午後10時 また

は11時 頃 まで続 け られ、 その騒 音 は、建物 の振 動、 会話 お よび思考 の 中断 、子供 の涙 の

減少 な らび に著 しい恐 怖心 を生 じさせ た。不動産所 有者 は、飛行訓練 の騒音 に よって 当該

不動産 の利用 および享有が不合理 に侵害 されてい るこ とを理 由に、コモ ン ・ロー上のニ ュー

サ ンスが成 立 し、 かっ ヨーロ ッパ人権条約 に基づ く人権 が侵 害 されて いる と主 張 した。 さ
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らに、不動産所有者の妻もまた、その騒音は人権を侵害 していると主張した。高等法院女

王座部のBuckley裁 判官 は、その騒音 について不動産の享有の侵害であり、所在がどこ

であっても何人も受忍を求められるべきではないと述べ、不動産所有者に対してはコモン・

ロr.上 のニューサンスを構成するとともに人権の侵害にあたるとし、その妻に対しても人

権の侵害 となると判示 した。 しかしながら、飛行訓練は公共の利益のため続行されねばな

らないという理由により、損害賠償のみが容認されたのである。

【付記】本稿は、2003年 度創価大学在外研究 および特別研究期間制度に基づいて行われた研究

の成果の一部である。


